






















に拡張する法案 425 条は，この約 100 年間の詐害行為取消訴訟のあり方を規定
してきた大判明治 44 年 3 月 24 日民録 17 輯 117 頁（以下，「明治 44 年判例」
という。）によって示された相対的取消構成を変更するものであり，重要な改
























　平成 21 年 11 月に始まった法制審部会では，まず，改正項目そのものの検討
を行うことから着手された。詐害行為取消権については，平成 22 年 3 月 9 日























































いた。第 2 ステージは，中間論点整理決定後から平成 25 年 2 月 26 日に「民法
（債権関係）の改正に関する中間試案」を決定するまでの段階であり，この段
階が最も充実した審議を行った時期となった。本来の部会審議の他にも少人数
の委員・幹事で構成される分科会が 3 つ組織され，都合 18 回の分科会審議が
部会審議と同時並行的に行われた。
　第 2 ステージにおいて，詐害行為取消権が最初に議論されたのは，平成 24


































請求しうる権利として構成される（中間試案第 15 の 1 ⑴⑵及び同第 15 の 5 ⑴
⑵）。そのうえで，被告は受益者または転得者のみならず債務者も被告とする





より鮮明なものとなった（中間試案第 15 の 6）。そして，詐害行為取消しの範
囲に関しては，詐害行為取消権の行使範囲を被保全債権の額の範囲に限定しな
いという規律を原則的な方針とし（中間試案第 15 の 7，なお，限定する案は
注に記載されている），部会資料 35 の提案を修正して責任財産の保全の趣旨を，
より徹底した内容とされた。また，事実上の優先弁済に関しても，相殺禁止の












































　この内容が，平成 26 年 8 月 26 日に部会決定された「民法（債権関係）の改
正に関する要綱仮案」及び同 27 年 2 月 10 日に部会決定された「民法（債権関
係）の改正に関する要綱案」（以下，「要綱案」という。）にそのまま反映され





































































規律が上記第 3 款の第 2 目として規定されており，この点が今回の法案の特色
となっている。







ては法案 424 条の 7 が規定し，受益者に対する詐害行為取消訴訟では受益者
（1 項 1 号），転得者に対する詐害行為取消訴訟ではその詐害行為取消訴訟の相






案 424 条の 8 第 1 項），価額償還請求の場合も同様とされる（同条 2 項）。いず


















































うべきである。今回の改正において，法案が 424 条 1 項本文において詐害行為
の取消しを規定し，逸出財産の返還請求及び価額償還請求については，これを




















































































































































































































































































































































たうえで，②取消判決プラス取戻判決型（これにはさらに，424 条の 6 各項前
段が規定する逸出不動産の抹消登記等の給付判決を求める類型と，424 条の 9
第 1 項が規定する逸出金銭，動産の取消債権者への支払い，引渡等の給付判決
































































（1）　改正法案における詐害行為取消権の規定は，⑴詐害行為取消権の要件（第 3 編第 1 章第 2 節
第 3 款第 1 目，424 条ないし同条の 5），⑵詐害行為取消権の行使の方法等（同第 2 目，424 条の
6 ないし同条の 9），⑶詐害行為取消権の行使の効果（同第 3 目，425 条ないし同条の 4），⑷詐害
行為取消権の期間の制限（同第 4 目，426 条）にそれぞれ区分され，合計で 14 箇条の条文が設
けられる方針である。なお，これらの改正法案の規定の概要は，拙稿「民法（債権関係）改正の














行為取消権（部会資料 35 の第 2）についての意見」（第 41 回会議・委員等提供資料），⑵「詐害
行為取消権の法的性質に関する責任説の有為性について」（第 43 回会議・委員等提供資料），⑶
「部会資料 51 の第 2（詐害行為取消権）に関する質問事項」（第 62 回会議・委員等提供資料）が
ある。これらは目下のところ，法務省のホームページ（http : //www.moj.go.jp）で閲覧が可能
である。
（4）　これらの検討項目についての詳細は，第 5 回及び第 6 回の法制審部会において検討資料とさ
れた，民法（債権関係）の改正に関する検討事項⑵詳細版（部会資料 7─2）に記載されている。
この資料も法務省のホームページで閲覧可能であるし，また，刊行物として，商事法務編『民法
（債権関係）部会資料集第 1 集〈第 1 巻〉』（商事法務，2011 年）が市販されている。
（5）　詐害行為取消権の性格を，逸出した財産を債務者の一般（責任）財産に戻して債権者がそれ
によって満足を得る制度であると理解し，詐害行為取消訴訟の形成訴訟としての性質を強調する






（6）　民法（債権関係）の改正に関する論点の検討⑺（部会資料 35）第 2 の 1 ⑴。刊行物としては，
商事法務編『民法（債権関係）部会資料集第 2 集〈第 5 巻〉』（商事法務，2013 年）347 頁。なお，
筆者は，前記（注 3）記載のとおり，第 41 回会議及び第 43 回会議にそれぞれ意見書を提出して
いる。この意見書は責任説に基づく詐害行為取消権制度の改正の有為性を主張したものである。
また，筆者は第 41 回及び第 42 回の議論を踏まえ，改めて責任説に基づく改正の可能性について
第 43 回会議（平成 24 年 3 月 27 日開催）の冒頭に概括的な発言をしている。その内容について
は第 43 回会議の議事録を参照されたい。刊行物といては前掲本注資料集 130 頁以下に記載され
ている。
（7）　前掲（注 6）論点の検討⑺第 2 の 1 ⑵。刊行物としては前掲（注 6）資料集 350 頁。
（8）　前掲（注 6）論点の検討⑺第 2 の 3 ⑵。刊行物としては前掲（注 6）資料集 388 頁。
（9）　前掲（注 6）論点の検討⑺第 2 の 3 ⑶。刊行物としては前掲（注 6）資料集 391 頁。
（10）　中間試案によって示された詐害行為取消権モデルに対する実務家の批判を要約したものとし
て，拙稿「みえてきた平成民法の姿─実務の観点からの検証」法律のひろば第 66 巻 5 号（ぎょ
うせい，2013 年）32 頁。














（12）　前掲（注 11）要綱案のたたき台⑺第 6 の 6 ⑶及び⑷。
（13）　既に中間試案の段階から詐害行為取消請求認容の確定判決は，債務者の全ての債権者に効力
が及ぶ旨を明文化することとしていたが，前掲（注 11）要綱案のたたき台⑺第 6 の 9 において，
この規定に債務者も加えることが提案された。







































（17）　第 2 章 1 の本文で指摘した法案の他にも，詐害行為の効果が債務者に及ぶことを前提とした，
①債務者の受けた反対給付に関する受益者の権利に関する規定（法案 425 条の 2），②受益者の
債権の回復に関する規定（法案 425 条の 3），詐害行為取消請求を受けた転得者の権利に関する
規定（法案 425 条の 4）などがある。
（18）　中田裕康『債権総論　第三版』（岩波書店，2013 年）272 頁，潮見佳男『債権総論〔第 4
版〕』（信山社，2012 年）242 頁。









　　すわなち，英米法におけるこの種の規定は，イギリスの Statute of Elizabeth, 1570, 13 Eliz. 
Ch. 5（1570）に起源を有すると説明される（水野吉章「詐害行為取消権の理論的再検討⑴」北
大法学論集 58 巻 6 号 540 頁）。これが，アメリカ合衆国の統一州法としての UFCA（Uniform 
Fraudulent Conveyance Act 1918）及びその後の UFTA（Uniform Fraudulent Transfer Act 
1984）に継承されていく。このエリザベス法に定められた効果は，債務者の資産に対する直接の
執行を認めるものであり（飯原一乘『詐害行為取消訴訟の実務と理論』（悠々社，2015 年）107
ページによれば，1571 年の Mannock’s Case によって直接の執行が認められたと指摘されてい




































（23）　法案 424 条 2 項は財産権を目的としない債務者の行為については詐害行為取消権の適用がな
い旨を規定し，同条 3 項は取消債権者の債権は詐害行為の前の原因に基づいて生じたものである
ことを要求する。また，同条 4 項は執行力のない債権をもって詐害行為取消権を行使うることは
































きである。以上の点について，拙稿前掲（注 16）NBL 論稿 50 頁。
（28）　強制執行忍容訴訟及びその判決のあり方については，拙稿「詐害行為取消権の法的性質に関







（29）　中間試案段階では，債務者を被告に加えるとの提案がなされ（中間試案第 15 の 1 ⑶及び同
第 15 の 5 ⑶），そこから必然的に詐害行為取消判決の効力は債務者に及ぶとされていた。それが
その後の法制審部会の第 3 ステージにおいて，債務者を被告とせずに必要的訴訟告知の対象とす
る方針となった。そのうえで判決効については請求認容の確定判決に限定のうえではあるが引き




（下）～債権法改正の文脈において～」NBL1064 号（商事法務，2015 年）43 頁。






























修＝高橋宏志・加藤新太郎編集『実務民事訴訟講座〔第 3 期〕第 3 巻』（日本評論社，2013 年）
353 頁。
（35）　平成 24 年 11 月 13 日に開催された法制審部会第 62 回会議において，山本和彦幹事より，詐
害行為取消を認める判決が債務者の他の債権者との関係において拡張される場合には，既判力も
これに含めるべきであるとの発言がなされている。刊行物としては商事法務編『民法（債権関
係）部会資料集第 2 集〈第 9 巻〉』（商事法務，2014 年）177 頁。





（37）　平成 21 年 10 月 28 日の法制審議会総会において，法務大臣から，「民事基本法典である民法
のうち債権関係の規定について，同法制定以来の社会・経済の変化への対応を図り，国民一般に












なす方法が想定されていた（中間試案第 15 の 8）。しかし，その後の審議の経過において，債権
の場合の規律は設けないこととされた。
（39）　このような多元的処理の発想は，過渡的理論の域を出ないものである。折衷説と相対的取消
構成によって根拠付けられてきた明治 44 年判例以来の通説的理解そのものが，そもそもが理論
的な明確性を欠くものであったが，この点についての抜本的解決は今回の改正においても十分に
は果たすことができなかったというべきであろう。筆者としては，今後の詐害行為取消権法理は
受益者・転得者の下での強制執行を忍容する責任説的処理の方向に向かうものと理解しており，
それによって初めて詐害行為取消権の法的性質が明確なものとなると考えている。
